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1．はじめに
　本稿は、本学が平成 24 年度に実施した教員免許状更新講習について、学内体制の整備、
講習実施準備、本学講習の特徴などの観点からまとめたものである。
2．選択領域における講習開設に至る経緯
　本学は、平成 21 年 4 月 1 日から施行された「教育職員免許法施行規則の一部を改正する
省令（平成 20 年文部科学省令第 9 号）」及び「免許状更新講習規則（平成 20 年文部科学省
令第 10 号）」を受け、平成 21 年 8 月 5 日（水）・6 日（木）に必修領域 12 時間の教員免許状
更新講習を学内にて実施した。
　しかし平成 21 年 7 月 21 日に行われた第 45 回衆議院議員選挙において、教員免許更新
制に懐疑的な見解を示していた民主党が圧勝し政権交代が行われたため、更新制自体の存
続が不透明な様相を呈した。そこで本学は制度継続の見通しが明確でないことから翌年の
講習を見送り、新政権の更新制に対する姿勢を当面見守ることを決定した。当時、翌年の
開講を期待する受講希望者の声がすでに届いていた本学においてこれはまさに苦渋の決断
であったが、国の方針が定まらない中、受講希望者に不必要な混乱をきたしてはならない
という総合的な判断がなされた。
　2 年間の凍結期間を経て、本学で更新講習の開設が前向きに検討され始めたのは、平成
23 年半ばからである。政権交代当初の民主党政権は教員養成制度の改革の目玉として教
員免許の全面修士化を掲げ、前自民党政権が成立させた更新制の廃止を検討するなど更新
制の継続に否定的かと思われたが、全面修士化の検討がスムースに進まないと見るや、廃
止から継続へと舵を切ったのであった。折しも岡山県教育委員会からの要請もあり、平成
選択領域における教員免許状更新講習Ⅰ
―平成 24 年度講習の計画と運営―
大滝　一登※ 1・青山　新吾※ 2・杉能　道明※ 3
The Renewal Lectures of the Teacher Certificate in Selected Region Ⅰ
―  Plan and Management in 2012 ―
Kazunori Ootaki, Shingo Aoyama and Michiaki Sugino
129
24 年度から選択領域 18 時間の開設を検討する方向となった。
3．講習の準備と実施
（1）学内組織の整備
　選択領域における講習の実施という新たな課題に対応するために、本学では、平成 21
年度講習実施の際と同様に、平成 23 年 10 月 1 日付けで学長補佐を委員長とする教員免許
状更新講習開設プロジェクトチーム（以下、「ＰＴ」）、講習内容・実施検討ワーキンググルー
プ（以下、「ＷＧ」）及び事務推進ＷＧを設置した。第 1 回ＰＴでは、平成 21 年度と同様、
各ＷＧの主たる業務内容を表 1 のとおり確認した。
表 1　各ＷＧの主たる業務内容
　それぞれのＷＧで、学内実施体制の構築、講習内容・方法・評価等の検討などを慎重に
協議し、その結果を踏まえてＰＴが最終的な決定を行った（表 2 及び表 3）。
表 2　ＰＴ会議　講習実施までの開催実績
講習内容・実施検討ＷＧ 事務推進ＷＧ
①講習内容の検討 ①申請事務
②事前アンケート・事後評価の作成 ②学内システムの構築
③受講ハンドブックの作成 ③受講者対応事務の検討
④テキストの作成 ④当日スケジュールの検討
⑤修了認定試験の作成 ⑤広報事務の検討
⑥修了認定 ⑥受講料の管理・予算決算
⑦次年度講習内容の検討 ⑦次年度以降の事務内容の検討
会議開催日 主たる検討事項
第 1 回 平成 23 年 10 月 14 日
開設の基本方針の確認、前回の実施講習の説明、講習の
構成について
第 2 回 平成 23 年 12 月 5 日
実施日程、各講習内容・担当講師等、受講料、テキスト
の内容・形式等
第 3 回 平成 24 年 3 月 15 日
広報（配布チラシ・ホームページ）、ハイドブックの内容
検討
第 4 回 平成 24 年 8 月 1 日
内容・日程・行程表等の最終確認、試験・アンケート、
外部講師への対応、台風時の対応
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表 3　各ＷＧ会議　開催実績
（2）講習開設理念の確認
　第 1 回ＰＴにおいて、平成 24 年度講習においても平成 21 年度に決定した講習開設理念
を踏襲することを確認した。確認された開設理念は次の 3 点である。
①講習開設は、教職課程の長い歴史を持ち、県内外に多くの教員を輩出している本学
の社会的使命であるとともに、地域に開かれた大学としての責務である。
②講習開設を、受講教員（幼・小・中・高・特別支援学校）間の相互交流の場として
活かし、学校間連携に対する意識向上に資する。
③講習開設を、現職教員と大学教員との連携を深める得難い機会ととらえ、本学教職
課程の充実を図る。
　これらの理念は、受講者に配付された「平成 24 年度教員免許状更新講習受講ハンドブッ
ク」巻頭の学長による「ご挨拶」の中で受講者に示された。また②③については各講習の
内容・方法を検討する際の基本理念とされ、例えば受講者間の校種間グループ活動、講師
と受講者との双方向性を重視したワークショップ活動の導入などにつながった。
（3） 講習の申請に向けて
　講習開設に関する学内組織体制が整った後、文部科学省に提出する申請書類の作成に向
け、まず講習の種類・数や定員、実施時期の検討から着手した。
　実施講習の構成については、本学で取得可能な免許の種類に即するとともに更新対象教
員数や学内担当体制等の総合的な見地から、「幼稚園」「小学校」「中・高等学校英語」「中・
高等学校国語」「中学校社会、高等学校地理歴史・公民」「中・高等学校家庭」「特別支援」
の 7 分野とした。各分野は原則として内容の異なる 2 講習を開設するものとしたが、ただ
し「特別支援」については、特別支援学校に限らず全学校園においてその重要性が高まっ
ていることから、全校種の受講者が受講できるよう「幼稚園」「小学校」「中・高等学校」
と校種別に計 3 講習を開設することとした。したがって表 4 に示したとおり、結果として
選択領域 15 講習（各 6 時間）を開設することとした。この構成は、各受講者が取得して
いる免許に応じて内容の異なる 3 講習を受講することができるよう検討された。受講者は
選択領域の履修に必要な 18 時間の講習を本学のみで履修可能となる。
講習内容・実施検討ＷＧ
会議開催日
第 1 回 平成 23 年 10 月 21 日
第 2 回 平成 23 年 11 月 18 日
第 3 回 平成 24 年  2 月 22 日
第 4 回 平成 24 年  6 月 11 日
第 5 回 平成 24 年  7 月 11 日
事務推進ＷＧ
会議開催日
第 1 回 平成 23 年 11 月 10 日
第 2 回 平成 24 年  2 月  6 日
第 3 回 平成 24 年  7 月 19 日
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　また定員については、更新対象教員数、教室の収容人数、担当講師数、講習内容等を考
慮して定めた。具体的には、平成 21 年度と同じく女性のみを受講可能としたことやワー
クショップや実技など講習方法などによって受講可能人数を左右する要因を鑑みた。
表 4　実施講習の構成（括弧内は定員、□内は略称）
　実施時期については、平成 21 年度講習を踏まえて 8 月上旬の 3 日間を当初案とした。
しかし定期試験日程（予備日含む）、教室の確保、担当講師の事情等から 3 日間に全講習
を実施するのは困難という判断に至り、最終的には「特別支援」以外の講習を 8 月 8 日（水）・
9 日（木）、「特別支援」に関する講習を 8 月 22 日（水）・23 日（木）・24 日（金）に行う
こととした。
　講習全体の枠組み・実施時期の検討と並行して、講習内容・実施検討ＷＧ委員から各講
習のタイトル・講師・概要等の提出を受け、申請書類案の作成を行った。事務推進ＷＧで
もＰＴで決定した開設講習、募集定員、実施時期、担当者、受講料等について検討し、申
請書類の作成を進めた。その結果、平成 24 年 2 月 17 日付けで文部科学省より更新講習開
設大学としての認可を得た。
（4） 広報活動から受講申込受付まで
　平成 21 年度と同じく、文部科学省からの認可を受けた後、関係教育委員会等の協力を
得て県内全ての国公私立学校園に講習開設の案内チラシを送付するとともに、大学ホーム
ページでの広報活動を実施し、受講者への周知を図った。
　受講者に対する事務処理業務に関して平成 21 年度と大きく異なったのは、受講申込か
ら修了認定業務の多くを外部委託（アウトソーシング）して行った点である。これは、平
成 21 年度講習実施の際、本学事務局の人的負担が大きかった反省に基づくものであり、
更新制継続という国の基本方針を見すえ、事務局・受講者双方の負担を軽減できる新たな
受講申込システムの構築を目指したものであった。単年度予算としては大きな負担を背負
うこととなったが、ここには本学が受講者のために更新講習を本格的に継続していこうと
する意志をうかがうことができる。
　新たなシステムにより、受講者は本学ホームページの講習広報ページからのリンクを経
① 幼稚園（100名）
②     小Ａ
③ 中・高等学校英語（40名） 英Ａ
④ 中・高等学校国語（40名） 国Ａ
⑤ 中社会 ＋ 
  ・高等学校地歴公民（10名） 社Ａ
⑥ 中・高等学校家庭（15名） 家Ａ
特支Ｂ（100名）
特支Ａ（100名）
特支Ｃ（105名）
幼Ａ 
国Ｂ
英Ｂ
小Ｂ
幼Ｂ ＋
＋
＋
＋
＋
＋
社Ｂ
家Ｂ
小学校（100名）
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て、ウェブ上で定員の充足状況を確認しながら受講予約申込を行い、受講決定後の受講料
の払い込みも簡便に行えるようになった。一方事務局側は、予約充足状況や受講予約者の
情報等の確認や集約を簡便に行うとともに、受講料の回収業務、受講許可書・受講者名簿・
履修（修了）証明書等に関する作成・発送業務を効率的に行うことができるようになった。
受講予約申込は円滑に行われ、結果的に県内外から表 5 に示すとおり合計で延べ 735 名の
受講者を得た。
表 5　講習別受講者数
（5）講習実施直前準備から受講者修了（履修）認定まで
　その後の経過を時系列でまとめると次のようになる。
　6 月 11 日（月）第 4 回講習内容ＷＧ会議  各講習当日日程、受講者への指示等の確認
　7 月 19 日（木）第 3 回事務推進ＷＧ会議　当日行程表・準備物等の最終確認
　7 月 20 日（金）第 5 回講習内容ＷＧ会議　テキスト・当日行程表・認定試験等の検討
　8 月  1  日（水）第 4 回ＰＴ会議　　　　　当日行程表・認定試験等の最終了承
　8 月  8  日（水）〜 9 日（木）特別支援以外の講習実施
　8 月 22 日（水）〜 24 日（金）特別支援の講習実施
　9 月 13 日（木）修了（履修）認定会議　受講者全員の修了を認定
　10 月 3 日（水）文部科学省へ実施報告書を提出
4．本学実施の講習の特徴
（1）講習内容・担当講師の特徴
　平成 21 年度と異なり、平成 24 年度の講習は選択領域に関するものである。これは、文
部科学省が定めた講習内容のうち、「二　教科指導、生徒指導その他の教育の充実に関す
る事項（十八時間以上）」に該当するが、「内容」として示されているのは「幼児、児童又
は生徒に対する指導上の課題」のみである。本学では先述のとおり 15 講習を計画・実施
したが、各講習は校種・教科領域等を踏まえ、最新の知見を取り込んだ実に多様な内容と
なった。実施講習の内容及び担当講師（所属・職名は当時のもの）については以下のとお
りである。
幼Ａ 幼 B 小Ａ 小Ｂ 英Ａ 英Ｂ 国Ａ 国 B
83 99 92 96 19 19 26 27
社Ａ 社 B 家Ａ 家 B 特支Ａ 特支 B 特支 C
4 3 15 15 99 74 64
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《主な受講対象者：幼稚園教諭》
《主な受講対象者：小学校教諭》
講習名 幼児教育における音楽表現（講習略号：幼Ａ）
講習内容
　音楽表現の芽生えとなる音への気づきや音楽的行為についての観察事例
を紹介し、それらの背景にある子どもの音楽的経験、環境への配慮などを分
析し、具体的な楽器あそびや歌唱活動、そして感性を育む音環境（サウンドエ
デュケーション）を体験します。さらに、幼児期の体験が、小学校での音楽学習
活動にどのようにつながっていくのかについて考察し、乳幼児期から小学校低
学年までの音楽的成長と発達についての理解を深めていきます。
担当講師 吉永早苗（ノートルダム清心女子大学人間生活学部教授）
講習名 生きる力を育む幼児教育―絵本を通して―（講習略号：幼Ｂ）
講習内容
　「今、生きる力を育てるには」（2 時間）「絵本を活用して豊かな保育を」（2 時
間）「絵本の見方・選び方を学ぶ」（2 時間）で、合計 6 時間の講習です。これら
の講義・演習を通して、生きる力を育てるための留意ポイントを理解し、絵本
を保育に活用するスキルを身に付けることを目指します。
担当講師
脇　明子（ノートルダム清心女子大学人間生活学部教授）
梶谷恵子（ノートルダム清心女子大学人間生活学部准教授）
講習名 新学習指導要領に対応した授業づくり（国語・理科）（講習略号：小Ａ）
講習内容
　「小学校国語科・授業づくりの実践的探究」（3 時間）「小学校理科・授業づく
りの実践的探究」（3 時間）で、合計 6 時間の講習です。新学習指導要領や国際
的な学力調査などをもとに、それぞれの教科が求める今日的な学力観について
確かめた後、教材研究、単元構想、指導案作成など明日からの授業実践に直接
的につながる授業づくりの方策について体験を通して考えていきます。授業づ
くりに対する理念を見つめ直す機会にもなる内容です。
担当講師
赤木雅宣（ノートルダム清心女子大学人間生活学部准教授）
大木進（ノートルダム清心女子大学人間生活学部非常勤講師）
講習名 新学習指導要領に対応した授業づくり（算数・社会）（講習略号：小Ｂ）
講習内容
　「小学校算数科・授業づくりの実践的探究」（3 時間）「小学校社会科・授業
づくりの実践的探究」（3 時間）で、合計 6 時間の講習です。新学習指導要領や
国際的な学力調査などをもとに、それぞれの教科が求める今日的な学力観に
ついて確かめた後、教材研究、単元構想、指導案作成など明日からの授業実践
に直接的につながる授業づくりの方策について体験を通して考えていきま
す。授業づくりに対する理念を見つめ直す機会にもなる内容です。
担当講師
杉能道明（ノートルダム清心女子大学人間生活学部講師）
家光大蔵（ノートルダム清心女子大学学務部教職支援センター・保幼少学修
支援センターコーディネーター）
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《主な受講対象者：中学校・高等学校英語科教諭》
《主な受講対象者：中学校・高等学校国語科教諭》
講習名 外国語科教育：理論と実践（講習略号：英Ａ）
講習内容
　英語を教える教師としてのビリーフを再確認していきます。午前中は、英語
母語話者の講師と一緒に、理想的なカリキュラムの構築や語彙習得に関する最
新の研究成果を知り、教室での実践を考えます。午後は、日本人講師と共に、受
容的な能力（リスニングとリーディング）を生産的な能力（スピーキングとライ
ティング）に育成していく授業内・授業外活動を工夫します。
担当講師
Robert Waring（ノートルダム清心女子大学文学部准教授）
高橋幸子（ノートルダム清心女子大学文学部教授）
講習名 外国語科教育：指導の実際（講習略号：英Ｂ）
講習内容
　昭和 63 年度のＪＥＴプログラム導入以来、ＡＬＴとのＴＴ（協同授業）は
日本の英語科教育に定着してきました。本講習では、午前中にＴＴ経験の豊富
な英語母語話者の講師と共に、効果的なＴＴの在り方を考察していきます。午
後は、日本人講師が担当し、参加者の日々の授業実践（ＴＴに限定しません）
に基づいて、日本の教室の実情に応じた指導法の具体的な改善策を受講者と
ともに考えていきます。
担当講師
Christopher Creighton（ノートルダム清心女子大学外国人教員客員講師）
伊藤豊美（ノートルダム清心女子大学文学部教授）
講習名 国語教材研究の基盤としての日本文学・日本語学（講習略号：国Ａ）
講習内容
　国語科教師としての教材研究の力量を磨くため、教科内容の基盤としての日
本文学（近現代文学・古典文学）及び日本語学の各分野の魅力と現在の研究状
況の一端について、各専門分野の研究者が講義を通して解説します。授業に役
立つよう、教科書掲載作品を中心に取り上げ、ディスカッションなど講義以外
の形態も一部取り入れ、教材研究の新たな視点と最新の知識を習得します。
担当講師
綾目広治（ノートルダム清心女子大学文学部教授）
新美哲彦（ノートルダム清心女子大学文学部准教授）
藤川玲満（ノートルダム清心女子大学文学部准教授）
星野佳之（ノートルダム清心女子大学文学部准教授）
講習名 新学習指導要領に対応した国語科指導（講習略号：国Ｂ）
講習内容
　時代の変転に対応した国語科教師としての実践的指導力を磨くため、新学
習指導要領の目標・指導事項・言語活動例などを再確認するとともに、それ
らに対応した指導法について、各専門分野の研究者が実践事例を交えながら
講義を通して解説します。3 領域 1 事項それぞれの指導の方向性を確認する
とともに、ディスカッションなど講義以外の形態も一部取り入れ、主体的な授
業改善に向けた知見を獲得していきます。
担当講師
大滝一登（ノートルダム清心女子大学文学部准教授）
田中宏幸（広島大学大学院教育学研究科教授）
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《主な受講対象者：中学校社会科・高等学校地理歴史・公民科教諭》
《主な受講対象者：中学校・高等学校家庭科教諭》
《主な受講対象者：小学校教諭》
講習名 ＩＣＴを活用した社会科教材作成研究（講習略号：社Ａ）
講習内容
　国勢調査などの統計データをもとに、表計算ソフト Excel を活用して人口ピ
ラミッド、雨温図、ハイサーグラフやブロックダイヤグラムなどの作成法を習
得します。また、近年地理学など多方面で活用されている GIS 技術について、カ
シミール、MANDARA、ArcGIS などのソフトウェアを使用した主題図作成の
方法も習得します。その後、それらを活用した教材作成の在り方を研究します。
担当講師 河合保生（ノートルダム清心女子大学文学部教授）
講習名 動態地誌的な学習を活かした地域調査（講習略号：社Ｂ）
講習内容
　動態地誌的な学習成果を活かした地域調査の指導ができるように、基礎的
な地域調査の方法論を教授します。それをもとにテーマを設定したフィール
ドワークを実際に行い、結果をまとめ、発表するという一連の学習過程を体験
することにより、新学習指導要領の中学校社会科及び高等学校地理歴史科の
目標が達成ができるような指導法を習得します。
担当講師 河合保生（ノートルダム清心女子大学文学部教授）二階堂裕子（ノートルダム清心女子大学文学部准教授）
講習名 科学的な理解を促す調理の指導（講習略号：家Ａ）
講習内容
　科学的な視点を重視した中学校 ･ 高等学校の調理実習の指導力の向上を目
指します。具体的には、生徒にとって日常的な食材である小麦粉 ･ 米粉 ･ 卵を
とりあげ、講義 ･ 実験実習を通して各々の調理上の性質を確認した上で、生徒
が科学的な視点を持って取り組める調理実習題材を検討します。
担当講師 山本幾子（ノートルダム清心女子大学人間生活学部准教授）
講習名 食生活の文化に関する指導（講習略号：家Ｂ）
講習内容
　食生活の文化に関する内容について講義 ･ 実習 ･ 演習を通して考察し、中
学校 ･ 高等学校の調理実習の指導力の向上を目指します。具体的には、地域食
材の教材化として岡山県の特産品を活用した実習題材の検討、日常の食卓づ
くりとして学校内にある用具等を活用した食事空間の演出方法について考察
します。
担当講師 山本幾子（ノートルダム清心女子大学人間生活学部准教授）
講習名 小学校における特別支援教育（講習略号：特支Ａ）
講習内容
　小学校における特別支援教育について、現状と課題についての総論と、実際
の小学校の授業の工夫や個別の指導・支援について総合的に取り扱います。現
状と課題を整理するための総論的な講義、ゲストティーチャーを招いて学校現
場の先進的な取組を紹介する講義、参加者による実践検討を行う小グループに
よる演習を行い、小学校現場における特別支援教育の指導・支援への活用に
ついて検討、考察していきます。
担当講師 青山新吾（ノートルダム清心女子大学人間生活学部講師）
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《主な受講対象者：幼稚園教諭》
《主な受講対象者：中学校・高等学校教諭》
　次に全学的な本学の担当講師に関する特色を述べておきたい。
　①全講習において本学専任教員が中心となっている。
　　 　平成 21 年度の必修領域とは異なり、上記のように 15 種類という多くの講習を計画・
実施するうえで欠かせないのが担当講師の問題であった。講習によって、100 名規模
の受講者を相手に演習形式の内容を計画したり、日程的に連日の準備・片付けをせざ
るをえなかったりする講習も想定された。
　　 　しかし幸いにも講習内容・実施検討ＷＧ委員の構成員として全学科の教職課程担当
者がかかわる体制が確立していたため、教職の講義を担当する専任教員を中心とし、
さらに講習によっては他の学科専任教員等や外部講師の協力も得ながら、幅広い講師
陣を組織することができた。講習全体として、本学専任教員が責任を持って運営を行
うという姿勢を学内外に示すことができたのではないかと考えている。
　② 3 分の 2 の講習の担当講師が複数での担当である。
　　 　15 講習のうち実に 10 講習は複数講師で運営された。特に、学校園の現場経験を有
する講師と有しない講師とが連携しながら理論と実践との融合を図ろうとしたり、各
自の専門分野をつなげながら幅広い知見を獲得させようとしたりするための連携が実
現できたのは、講習の充実はもとより、更新講習の学内協力体制の構築という点にお
いても有効であったと考えられる。
講習名 幼稚園における特別支援教育（講習略号：特支Ｂ）
講習内容
　幼稚園における特別支援教育について、現状と課題についての総論と、実
際の保育場の工夫や個別の指導・支援について総合的に取り扱います。現状
と課題を整理するための総論的な講義、全国の先進的な取組を紹介する講義、
参加者による実践検討を行う小グループによる演習を行い、幼稚園現場にお
ける特別支援教育の指導・支援への活用について検討、考察していきます。
担当講師
久保山茂樹（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所主任研究員）
青山新吾（ノートルダム清心女子大学人間生活学部准教授）
講習名 中学校・高等学校における特別支援教育（講習略号：特支Ｃ）
講習内容
　中学校・高等学校における特別支援教育について、現状と課題についての
総論と、発達障害を中心とした障害特性や発達に関する基本知識及び実際の
学校現場での取組について総合的に取り扱います。現状と課題を整理するた
めの総論的な講義、障害特性及び発達に関する基礎講義、ゲストティーチャー
を招いて学校現場の実際的な取組を紹介する講義、参加者による省察を行う
小グループによる演習を行い、中学校、高等学校現場における特別支援教育
の進め方について検討していきます。
担当講師
東俊一（ノートルダム清心女子大学人間生活学部准教授）
青山新吾（ノートルダム清心女子大学人間生活学部准教授）
137
（2）認定試験の特徴
　本講習の目的が、不適格教員を排除することでないことは文部科学省から示され、本学
でにおいても平成 21 年度の時点でこの点での確認がなされていた。したがって認定試験
においても、単に知識・理解の暗記を求めるものとせず、①試験時に講習テキストを持ち
込み可能とすること、②評価の観点及び採点基準を「講習内容の概要が理解できているこ
と」及び「講習で学んだ事項を今後の教育活動に活かそうとする意欲・意思」の 2 点とす
ること、について共通理解がなされていた。
　そこで平成 24 年度講習においても上記の点を再確認したうえで、②の評価の観点及び
採点基準については各講習の内容・方法に応じて独自に設定することとした。単なる暗記
を求める試験にならないよう、回答形式は記述式を中心として試験を作成・実施した。
　また①については、講習開始前の諸連絡時にあらかじめ受講者に伝えることで、試験に
対する無用な心配や緊張を緩和するよう配慮した。
5．おわりに
　本学が 3 年ぶりに更新講習の開設に踏み切るとともに、初の選択領域における講習を実
施した経緯等について述べてきた。平成 24 年度講習の計画と運営を省みて、次の 2 点を
まとめとする。
（1）平成 21 年度の必修領域における講習実施の経験が選択領域における講習実施におい
ても非常に有益であった。ＰＴやＷＧなどの学内体制の整備、実施講習の構成や実施時期
の検討、文部科学省への申請書類の作成・提出手順、広報活動や受講申込受付から認定処
理に至るまで、先行経験を踏襲したり参考にしたりする機会が多々あった。多くの受講者
の方に笑顔での挨拶と充実した感想を返していただけたのは、まず目立ったトラブルもな
く円滑に講習全体を実施できたからだと考えているが、本学に蓄積された過去の経験に負
う点が大きかった。このことは、この講習を今後継続していくうえで欠かせない本学の実
施体制が順調に確立しつつあると言えるのではないか。
（2）選択領域での講習実施は、本学の各学科教員の教育研究内容と密接なかかわりを有し
ている。このことは、学外に対しては、本学の教員の顔ぶれや教育研究状況などを効果的
に知っていただく新たな機会となったと考えられる。一方、学内においても互いの専門性
を活かし合いながら連携協力体制を深めることができたと考えている。また教員と事務方
を含めた学内教職員がＰＴや両ＷＧを通して効率的に連携協力し合うことができ、全学体
制での実施を順調に行うことができた。この講習によって、より多様なスタッフによる専
門性と協同性とが基盤となり受講者の方々に本学の新たな社会貢献の在り方を示すことが
できたと言えるのではないだろうか。
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